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　一人あたりGDP上位に位置する小国の成功事例から、日本の成長戦略を
考察します。現在上位には人口規模の小さい国々が多く並んでいます。か
つて日本は世界トップクラスでしたが、長期停滞により順位を落とし、現在
は主要先進国の中でも低位にあります。小国の特徴として、人口や資源の
制約を抱えながらも高成長を実現しているその背景には、共通要素があり
ます。第一に成長志向の強い政府が明確な産業戦略を掲げて企業の将来
見通しを高めることで、積極的な投資や挑戦を促している点。第二に高度人
材の育成とリスキリングにより労働力を高付加価値分野へ移動させる点。
第三に、外国投資や人材を積極的に受け入れ、競争を通じて経済の新陳代
謝を進める点にあります。
　一方、日本は長期的な産業戦略の不明確さや、人材育成の不足、外国投
資や高度人材受け入れの消極性といった点で遅れが見られます。特に人口
減少下では、生産性向上が成長の鍵であり、そのためには産業の新陳代謝
と高付加価値分野への転換が不可欠です。小国が成長を追求する背景に
は、国家存立への危機感があります。日本も人口減少や国際競争の激化を
踏まえ、同様の意識を持つ必要があります。資源や食料を輸入に依存する
日本にとって、経済成長を止めることは実質的な生活水準の低下につなが
ります。
　したがって、日本は小国の経験に学び、政府の戦略的役割の強化、人材
投資の拡充、国際的な開放性の向上を進めることが重要です。変化を恐れ
ずに改革を進める姿勢こそが、将来の豊かさを支える鍵となります。
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